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図1-1-2  日本型人事管理モデルの７つの基本要素 
出所：森口千晶（2013）日本労働研究雑誌ｐ54を参考に作成 




















































進的な協定、Comprehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership、
























































































































































































第２章 ダ イ バ ー シ テ ィ の 基 本 概 念  
 
第３章 ダ イ バ ー シ テ ィ の 歴 史 的 変 遷 
 
 
第４章             第５章                    第６章 
日本にみる        日本における            日本における 





























３  前掲書 p.61 
























  中小企業診断協会『ダイバーシティ・コンサルタント養成テキストの作成』報告書(2016）p.4参照 
１１  ＷＬＢ（work–life balance、ワークライフバランス）とは「仕事と生活の調和」と訳され、 「 国民一    
人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにお 
いても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる」ことを意味   
する。 






































































































































































































































































































  差別・区別意識    同化（女性を男性化      女性チームで女性顧客       日本人と外国人混成チームで強みを活かし 











１３    ＥＥＯＣ（Equal Employment Opportunity Commission）雇用機会均等委員会。人種、宗教、性別など   
のあらゆる雇用差別を防止するための行政活動をする米政府内の独立機関である。（1965年設置）  
１４   谷口真美（2005）『ダイバーシティ・マネジメント』（白桃書房）ｐ41、ｐ130  




１６   谷口真美（2008）『組織におけるダイバーシティ・マネジメント』(日本労働研究雑誌）ｐ70 
１７  ダイバーシティ＆インクルージョンについて<http://www/gewel.org/D-I.html>平成29年1月28日閲覧 
２６ 
 










１９    谷口真実（2005）『ダイバーシティ・マネジメント』（白桃書房）ｐ266 
２０   馬渕恵美子（2011）『ダイバーシティ・マネジメントと異文化経営』（新評論）p.p165-166 
２１   ここでのダイバーシティは、谷口や馬渕の言うダイバーシティ・マネジメントを意味していると考えら  
れる。 
２２    木谷 宏（2015）『人的資源管理論の限界と「社会的報酬」に基づく人事管理の再構築-ポスト成果主 
義と人材多様性に向けて』ｐ62参照 
２３    http://www.fujitsu.com/jp/(2018年8月7日閲覧) 
２４    経済産業省「ダイバーシティ経営１００選 ベストプラクティス集」ｐ１  
２５   荒金 雅子(2013)『多様性を活かすダイバーシティ経営』(日本規格協会)ｐ21  
２６   谷口 真美(2005)『ダイバーシティ･マネジメント多様性を活かす組織』(白桃書房)ｐ44 
２７   荒金 雅子(2013)『多様性を活かすダイバーシティ経営』(日本規格協会)pp.21-23  
２８   谷口 真美(2005)『ダイバーシティ･マネジメント 多様性を活かす組織』(白桃書房)ｐ265 





































































































































































































































３０   谷口真美(2005)『ダイバーシティ･マネジメント 多様性を活かす組織』（白桃書房）ｐ47、(2008)  
「組織におけるダイバーシティ・マネジメント」日本労働研究雑誌No.574 
     堀田彩(2015)「日本におけるダイバーシティ・マネジメント研究の今後に関する一考査」広島大学マネ
ジメント研究 
３１   雇用機会均等法（ＥＥＯ：equal employment opportunity)とは、年齢・エイズ・アルコール中毒歴者・ 
身障者・退役軍人などに対する雇用差別を禁止する規定を指す。 
また、雇用機会均等委員会(ＥＥＯＣ：EqualEmployment Opportunity Commission）とは1964年に公 
民権法(the Civil Rights Act)に基づき発足したアメリカの連邦政府機関である。 
３２   アファーマティブ・アクション（ＡＡ： affirmative action）とは、弱者集団の不利な現状を、歴史 
的経緯や社会環境を考慮した上で是正するために、民族・人種・出身地差別・貧困に悩む被差別集団の     
進学や就職や職場における昇進においての特別な採用枠の設置や試験点数の割り増しなど直接の優遇措   
置を指すアメリカ合衆国の特別優遇政策であり、リンドン・B・ジョンソン大統領（在任 1963～69）の    
時代に導入された。  
３３   https://jinjibu.jp/article/detl/manage/178/3/ 日本の人事部(2016年11月閲覧) 




３５   前掲書No.574 ｐ72 
３６    荒金雅子（2013）『多様性を活かすダイバーシティ経営 基礎編』ｐ73 




３８   谷口正美（2008） 前掲書ｐ79 
３９   社団法人経済同友会（2004）「多様を活かす、多様に生きる」－新たな需要創造への企業の取り組み－













































































































































４０  谷内篤博(2000)「若年層における価値観の多様化とそれに対応した雇用システム」（情報誌「岐阜を 
考える」Vol.106 
４１  荒金雅子（2013）『多様性を活かすダイバーシティ経営 基礎編』（日本規格協会）ｐ.30  
















































































































































































 第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 
年 代 1972年～ 1985年～ 1999年～ 2010年～ 
関 係 法 令 勤労婦人福祉法 男女雇用機会均等法 男女共同参画社会基本法 第3次男女共同参画基本法 グローバル化時代の人材戦略(2012年) 






































































































































































  65歳以降の就労機会の確保 
 
 
 高年齢者の再就職支援の 知識、経験を活用した 


























































































































日本ＩＢＭ（資本金1,053億円 従業員約17,000名 本社東京都 経営コンサルティ 




























 Work Japan）を立ち上げ、女性の活躍推進にも取り組んでいる。 
 
④プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社 


















































































































































































４４   内閣府男女共同参画局http://www.gender.go.jp/kaigi/honbu/150620.html（2017年5月26日閲覧） 
４５   内閣府男女共同参画局（2010）『第3次男女共同参画基本計画』ｐ3 
http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/3rd/ (2017年2月7日閲覧) 
４６   女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議（2012） 
「『女性の活躍促進による経済活性化』行動計画～働く『なでしこ』大作戦」 
http://wwwa.cao.go.jp/wlb/government/top/hyouka/k_22/pdf/SA.pdf平成29年2月8日閲覧 
４７   共生社会の理念とは、全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性
を尊重し合いながら共生する社会を実現しようとする考え方を言う。 










５０  http://www.panasonic.com/jp/corporate/jobs/career/work/diversity.html  
https://panasonic.co.jp/es/company/diversity/01/ (2017年6月20日閲覧) 
５１  Panasonic Diversity Special site  https://www.panasonic.com/jp/corporate/sustainability/dive
rsity.html (2017年6月21日閲覧) 
５２   人事制度研究会 日産自動車のダイバーシティ推進への取り組み －女性社員の能力活用や両立支援 
の活動に学ぶ－日産自動車株式会社 ダイバーシティディベロップメントオフィス室長 吉丸由紀子女氏 
   http://www.kana-keikyo.jp/（2017年6月22日閲覧） 
５３  www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000037176_1_2_2
 _1.pdf（2017年6月22日閲覧） 
５４   https://www.nomuraholdings.com/jp/csr/employee/di.html（2017年6月28日閲覧） 
５５   西田明紀「企業のダイバーシティ推進とイノベーション創出の関連性に関する考察」 
日本マーケティング学会カンファレンス・プロシーディングスvol.(2016年)  
５６   荒金雅子（2013）『多様性を生かすダイバーシティ経営』日本規格協会ｐ64参照 
５７   渥美由喜（2009）「ダイバーシティ＆ワークライフバランスとは」経営センサー2009.7・8 ｐ47 
５８   近年、労働時間を意識したＷＬＢと言う表現から、アマゾンＣＥＯジェフ・ベゾスが言うような、仕事
 と生活の調和であるワークライフ・ハーモニー（ＷＬＨ）と言う表現がされるようになって来ている。河
 口らの考え方はＷＬＢよりもＷＬＨに近いのではないだろうかとも考えられる。   
https://forbesjapan.com/articles/detail/16939/1/1/1 （2017年7月13日閲覧参照） 












































































 同社は、同社が推奨するＤＳＲ（Dai-ichi’s Social Responsibility）６２経営実現の
ためには、エリア職の女性職員の活躍が必要不可欠であるとの観点に立ち、①ボトムアッ
プ、トップダウン双方の意識・行動改革、②女性職員の継続的な役職登用・キャリア開発






























































































株式会社セブン＆アイ・ホールディングス (資本金500億円 従業員149,414人 本社東



































































































































































































































出所：石原直子『人材のグローバル化』は進むのかWorks Review Vol.７(2012),8-21図１ 
一部筆者による加筆あり 




























































































































































































































































































































































































































































































日本航空株式会社（資本金3,558億4千5百万円 従業員11,449人 本社東京都 航空運送


























































６０   女性の活躍推進企業データベース（http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/  
（2017年７月20日閲覧） 
６１   2017年版「女性が活躍する会社BEST100」 
（http://wol.nikkeibp.co.jp/atcl/column/15/（2017年7月20日閲覧） 





６３  第一生命ホームページ参照（http://dai-ichi-saiyo.jp/2018/culture/wlb.html（2017年7月26日閲覧） 







（第1生命保険株式会社 News Release 2015年2月24日参照） 
６５   Best Practices Collection 2014 pp.178-190、同社ホームページhttp://www.sumitomolife.co.jp/ab
out/csr/work/diver.html参照 
６６   吉田 寿 商工ジャーナル2016.12『日本企業におけるエイジダイバーシティ』 
６７   船戸孝重 徳山求大 「折れない新入社員の育て方」 pp.41-55 ダイヤモンド社(2009年9月) 









６９  高齢・障害・求職者雇用支援機構2017.3 『６５歳超雇用推進マニュアル高齢者の戦力化のすすめー』
 付録１企業事例  
７０   平成23年度に新たに設けられた制度で、60歳以上の社員を対象にした役職であり、この制度により60
 歳定年後も部門長処遇を可能にしている。 




７２   資格等級基準を明確にし、半年ごとに目標を定め成果に応じて処遇を決定する目標管理制度を導入した。
 その中で、国籍や性別が不利益に繋がることは一切ないように留意している。 
７３   2015年度派遣者は5名であり、内4名は女性である。 
      一般社団法人経済産業調査会「ダイバーシティ経営戦略4」経済産業省編2016年pp.33-34 









７６   入社後3年程度の若手社員を毎年100名程度海外赴任させ1年間実地トレーニングを経験させることにより、
本社と海外法人相互の人材育成を積極的に進めている。 
     一般社団法人経済産業調査会「ダイバーシティ経営戦略4」経済産業省編2016年p67 







７９  Mazda Wayとは、これまでマツダで継承されてきた基本的な考え方や価値観を7つに集約し、職務遂行上
での重要事項をまとめたものである。Mazda Wayの7つとは誠実、基本・着実、継続的改善、挑戦、自分
発、共育（ともいく）、ONE Mazdaを言う。 
http://www.mazda.com/ja/csr/human/ （2017年10月25日閲覧）  
８０  柔軟性のある勤務形態には、短時間勤務、フレックスタイム制、在宅勤務、ワークシェアリング、地域
限定勤務、再雇用、サテライトオフィス勤務、フリーアドレス制などがある。 
８１   非正規社員とは、勤務先での呼称がパート、アルバイト、派遣社員、嘱託等を言う。 
８２   イケヤ・ジャパン株式会社に関しては、厚生労働省「多様な人材活用で輝く企業応援サイト」を参考に
した。 
８３  キャリアパスのジャングルジム型に関しては、シェリル・サンドバーグ（Facebook社の最高執行責任






８４   パートナー社員とは、原則1年更新の有期雇用の従業員であり、勤務時間と業務範囲が共に限定され 
ており、勤務形態は個別の契約による社員を言う。 


















９１  セクシャリティとは、性行動の対象の選択や、性に関連する行動・傾向の総称を指す。 











９４  独立行政法人労働政策研究・研修機構 ＬＧＢＴの就労に関する企業等の取り組み事例pp.4-7参照 










株式会社リクルートホールディングス（創業1960年 資本金100億円 従業員609人  











































年 度 テ  ―  マ 各  種  施  策 
























修・Career Cafe 28 





































（ア）女性経営者育成プログラム（Women’s Leadership Program） 
 同プログラム実施の背景は、2012 年のグループ内調査で、高い役職を志望する者が男 

















すべき点である。   
 
（イ）女性従業員とその上司に向けたキャリア開発・マネジメント研修（Career Cafe 28 
／Career Cafe 28 Boss） 



































































































株式会社千葉銀行（創業1943年 資本金1,450億円 従業員4,468名 2017年9月現在 業
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約 6 割が 65 歳を超えても働きたいと考えている。生産年齢人口の減少に反比例するように


















































































１０５  内閣府「人口・経済・地域社会の将来像」参照  
１０６ 『働き方改革の全体像と企業にとっての優先課題』村田佳生著 知的資産創造（2017.7）7月号ｐ4参照 
１０７  働き方改革実現会議（2017年3月）「働き方改革実行計画（概要）」参照 
１０８  斉藤太一「企業側と働く側から見た働き方改革の本質」BUSINESS LAWYERS（2017.12）参照 
１０９  国立社会保障・人口問題研究所「年齢3区分別人口の推移」参照  








































































































     （http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp_zenkoku2017.asp）を基に作成 
  































































 我が国における各種の高齢者調査では、高齢者の 7 割前後が「健康と働く意欲があるう 
ちは働き続けたい」という意向が強いとされている。今日のように個人の意志が尊重され 































































































































































































特  性 高齢者の雇用能力面からみた長所 


































特  性 高齢者の雇用能力面からみた短所 














































出所：ニッセイ基礎研究所調査月報2008.1 ｐ14 青山 正治一部 
  
図9-3-4 高齢者の今後の働き方のイメージ 
出所：ニッセイ基礎研究所調査月報2008.1 ｐ15 青山 正治 
今まで働いていた企業・経験業務 
 
既存業務      新 業 務    既存経験      未知経験 
 
  
既 存 企 業         新   企   業      企業に雇用される以外 
 
フルタイム勤務         フルタイム勤務          自  営  就  労 
 技 能 伝 承         責任者代 行 出身企業自営に
全 体 統 括       （シニアサブマネージャー） （自社ＯＢ）支援 
従業員教 育 適 正 処 遇 発注先として支援 
      
 短時間勤務         パートタイム勤務       臨 時的就 労 
 ジョブシェアリング           サービス業積極採用        NPO 高齢事務職雇用  
  柔軟な勤務時間        スタッフ不足補填        NPO 支援、社会貢献 
       
      在宅勤務             労働者派遣       顧問･アドバイザー的就労 
  専門技術活用          地域で高齢者受け 企業ＯＢによる NPO 設立 
  インターネット活用 入れの別会社設立     (知識･経験・人脈活用） 






第 1 段階        第 2 段階         第 3 段階 
 改正高齢法施行  
かい   65 歳までの     ･プロダクティブ・エイジング 
雇用確保措置     ･多様な働き方の推進 活力ある 
     ・継続雇用制度導入    ・企業内で活躍 超高齢社会 
 ･定年年齢引き上げ    ･ 企業と社会の接点  の実現 
 ･定年廃止        ･ 社会的活動      (エイジフリー) 
 ・ワークライフバランス実現努力  




 ･人口減少社会 ・人事制度全体 ・潜在的な人的資源の活用 
少子高齢化の ･労働力人口の  の見直し  ・社会・経済の活力維持 
進行加速    激減      ・賃金：年功制  ・WLB の実現 
・団塊世代の 2     →多立型  ・高い QOL の実現  
 次リタイヤ ・多様な働き方         など 
 ・高齢化率の長  に適した 



















企 業 規 模 
① 定 年 制 の  
廃  止 
② 6 5 歳 以 上 
定  年 
③ 6 5 歳 以 上 の 
継 続 雇 用 制 度 
総  計（希望者全員が 6 5 
歳以上まで働ける企業） 
3 1～3 0 0人 
3,983（3,982） 25,155（23,187） 79,960（77,757） 109,098（104,926） 
2.8％（2.9％） 18.0％（16.9％） 57.2％（56.7％） 78.0％（76.5％） 
3 0 1人以上 
81（82） 1,437（1,290） 7,465（7,136） 8,983（8,508） 
0.5％（0.5％） 8.9％（8.2％） 46.0％（45.1％） 55.4％（53.8％） 
総  計 
4064（4,064） 26,592（24,477） 87,425（84,893） 118,081（113,434） 
2.6％（2.7％） 17.0％（16.0％） 56.0％（55.5％） 75.6％（74.1％） 
      （社、％、カッコ内は前年の数値）  
図9-3-5 希望者全員が65歳以上まで働ける企業の状況 























































































 健康・休養 経 営 
様々な活動を 
自己啓発    自ら希望する 地域生活 
バランスで 
趣  味  展開する        子育て 
  







































































出所：エドワード・P. ラジアー (著),  Edward P. Lazear (原著), 樋口 美雄 (翻訳),  清家 篤 (翻訳)（ 1998.9.1） 





１１２  清家篤「エイジフリー社会を生きる」NTT出版 2006年2月28日 p6参照 
１１３ 男女共同参画社会「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ･バランス）に関する専門調査会報告 内閣府   
男女共同参画局（2007年7月） 
１１４ エイジフリー研究会提言「エイジフリー社会の実現をめざして」年齢に中立な経済･社会の構築をー財   
団法人社会経済生産性本部（2006年6月20日） 
１１５  雇用排出機能とは、雇用者が定年年齢に達したときに、本人の能力や意欲とは無関係に原則としてそ   
の企業を退職しなければならない機能のことである。また、雇用保障機能とは、定年年齢までは原則と   
して企業が雇用者に雇用を保障する機能のことである。（樋口美雄･山本勲 我が国の高齢者雇用の現 
状と展望 日本銀行金融研究所2002年10月ｐ22参照） 































































































   
  
図10-1-2 正社員女性比率と利益率の関係 








































出所：令和元年度 年次経済財政報告ｐ202 第2－3－1図 多様な人材と収益率（2019年7月）  
 
 
 図10-1-6 多様な人材と生産性 
































































































































































































































１１６ 令和元年度 年次経済財政報告pp.199-200参照 2019年7月  











１２１ 産業能率大学出版部 フランク・ゴーグル『マズローの心理学』ｐ83参照 




































1  『ダイバーシティ・マネジメントと異文化経営』 馬越恵美子著 2011年 新評論 
2  『ダイバーシティ・マネジメントの研究』 有村貞則著 2007年 文眞堂 
3  『ダイバーシティの教科書』 前川孝雄・猪俣直紀・大手正志・田岡英明著 2015年 総合法令出版 
4  『実践ダイバーシティ・マネジメント』 リクルート HCソリューショングループ 2008年 栄治出版 
5  『ダイバーシティ経営戦略３』 経済産業省編 2015年 経済産業調査会 
6  『ダイバーマネジメントの実践』 東京都社会保険労務士会 2015年 労働新聞社 
7  『個を活かすダイバーシティ戦略』 マーサー・ジャパン with C-Suite Club 2008年 
 ファーストプレス 
8  『多様性を活かすダイバーシティ経営 基礎編』 荒金雅子著 2013年 日本規格協会 
9  『平成２４年度 ダイバーシティ経営企業１００選』 経済産業省編 2013年 経済産業調査会 
10 『多様性を活かすダイバーシティ経営 実践編』 荒金雅子著 2014年 日本規格協会 
11 『Ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ Management ダイバーシティ・マネジメント 多様性を活かす組織』 
谷口真美著2005年 白桃書房 
12 『ダイバーシティ 生きる力を学ぶ物語』 山口一男著 2008年 東洋経済新報社 
13 『多様な人材マネジメント』 奥林康司・平野光俊編著 2014年 中央経済社 
14 『新グローバル組織論』 安室憲一監訳 1998年 白桃書房 
15 『高齢社員の人事管理』 今野浩一郎著 2014年 中央経済社 
16 『未来化する社会 世界72億人のパラダイムシフトが始まった』 アレックス・ロス著  
依田光江訳2016年 ハーパーコリンズ・ジャパン 
17 『子供にマネーゲームを教えてはいけない』 キャシー・松井著 2009年 講談社 
18 『破壊と創造の人事』 楠田祐・大島由起子共著 2011年 ディスカヴァー・トゥエンティワン 
19 『P＆G式世界が欲しがる人材の育て方』 和田浩子著 2008年 ダイヤモンド社 
20 『ダイバーシティ経営処方箋』 油井文江著 2014年 公益社団法人全国労働基準関係団体連合会 
21 『ダイバーシティで新時代を勝ち抜くー多様性を活かして組織力アップ』 山岡仁美著 2014年 
 カナリヤ書房 
22 『世界で最も賞賛される人事 グローバル優良企業に学ぶ人材マネジメント』 
ヘイサンコンサルティンググループ 浅川港編著 2007年 日本実業出版 
23 『社会的人事論 年功制、成果主義に続く第３のマネジメントへ』 木谷宏著 2014年 労働調査会 
24 『ワークライフバランス 考え方と導入法』 小室淑恵著 2007年 日本能率マネジメントセンター 
１６０ 
 
25  『平成27年度ダイバーシティ・コンサルタント養成テキストの作成』報告書  
中小企業診断協会 2016年  
26 『日経連ダイバーシティ・ワーク・ルール研究会』報告書 日本経済団体連合会 2001年  
27 『企業と人材』堀田恵美  2008年 産労総合研究所 
28 『日本におけるダイバーシティ・マネジメント研究の今後に関する一考察』2015年 堀田 彩著  
29 『日本のダイバーシティ・マネジメント論』 有村貞則著 2008年 異文化経営学会 
30 『組織におけるダイバーシティ・マネジメント』 谷口真美著 2008年 日本労働研究雑誌 
31 『米国におけるダイバーシティ・マネジメントの取り組みによる効果-雇用者のリテンションを中心に』 
脇夕希子著 2009年  
32 『企業のダイバーシティ推進とイノベーション創出の関連性に関する考察』西田明紀著 2016年 
 Japan Marketing Academy 
33 『多様を活かす、多様に生きる』－新たな需要創造への企業の取り組み－ 社団法人経済同友会 
 2004年 社団法人経済同友会 
34 『企業行動憲章 実行の手引き(第６版） 』 社団法人日本経済団体連合会 2010年 
 社団法人日本経済団体連合会 
35 『若年層における価値観の多様化とそれに対応した雇用システム』 谷内篤博著 2000年 情報誌「岐阜
を考える」岐阜県産業経済研究センター 2000年 Vol.106 
36 『平成27年版働く女性の実情』http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/josei-jitsujo/dl/15b.pdf  
厚生労働省 
37 『ダイバーシティ・マネジメントによる社会変革』 
9+9 みずほ情報総研  
38 『第3次男女共同参画基本計画』 http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/3rd/  
内閣府男女共同参画局 2010年  
39 『ダイバーシティと女性の活躍推進～グローバル化時代の人材戦略～』               
   企業活力とダイバーシティ推進に関する研究会 2012年  
経済産業省委託事業みずほ情報総研株式会社 
40  『女性の活躍による経済活性化』行動計画～働くなでしこ大作戦 
http://wwwa.cao.go.jp/wlb/government/top/hyouka/k_22/pdf/SA.pdf  
女性の活躍促進による経済活性化を推進する関係閣僚会議 2012年  
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 Ⅰ 貴社の概要についてお聞きします。 
【問Ⅰ】創業年（西暦）について選択して下さい。 
  １.～1945年 ２.1946～1969年 ３.1970～1979年 ４.1980～1989年 ５.1991年～ 
【問２】資本金額について選択して下さい。 
１.～1千万円 ２.～5千万円 ３.～1億円  ４.～10億円  ５.10億円超～ 
【問３】製造業か、非製造業か選択して下さい。 
  １.製造業    ２.非製造業 
【問４】総従業員数(派遣社員は含まない)について選択して下さい。 
  １.～99人 ２.～300人 ３.～1,000人 ４.～5,000人 ５.5,000人超～ 
【問５】正規従業員の平均勤続年数についてお答え下さい。 
平均勤続年数 男子平均勤続年数 女子平均勤続年数 
（    .  ）年 （    .  ）年 （    .  ）年 
【問６】女性従業員比率と外国人従業員比率についてお答え下さい。 
  
   
    
 
 
 Ⅱ 貴社のダイバーシティに関する基本情報についてお聞きします。 
【問７】ダイバーシティ推進の目的について選択して下さい。(複数回答可) 
  １.人材確保  ２.人材定着 ３.企業文化変革 ４.多様化する市場への対応   
５.イノベーションの創出 ６.生産性向上 ７.業績向上  ８.社会的責任  ９.企業イメージ向上    
１０.グローバルなビジネス展開 １１.新商品・新サービス展開  １２.その他(                 ) 
【問８】ダイバーシティの視点から多様な人材の活用上重視している事柄を選択して下さい。(複数回答可) 
１.男女比率 ２.障がい者雇用・活用 ３.価値観・個性の多様化  ４.スキル・能力・専門性の多様性      
５.経験の多様性 ６.年齢構成 ７.雇用形態の多様性 ８.国籍の多様性 ９.ＬＧＢＴの雇用・活用  
１０.よく分からない  １１.その他（               ） 
 女性従業員比率 外国人従業員比率 
正 規 雇 用 者 （    .  ）％ （    .  ）％ 
非 正 規 雇 用 者 （    .  ）％ （    .  ）％ 




  １.人事部門に設置している  ２.人事部門とは別の独立組織に設置している 




  １.代表取締役  ２.取締役・執行役員クラス  ３.部門長・部長クラス 
  ４.課長クラス  ５.その他（        ） 
【問１１】ダイバーシティ推進組織の責任者の性別について選択して下さい。 
１.男性     ２.女性 
【問１２】ダイバーシティ推進への取り組み状況について選択して下さい。 
１.進んでいる  ２.普通 ３.やや遅れている ４.かなり遅れている ５.よく分からない 
【問１３】現在取り組んでいるダイバーシティのテーマを選択して下さい。(複数回答可) 
１.女性活躍推進 ２.働き方改革 ３.長時間労働の削減 ４.障がい者雇用・活用  ５.企業風土の改革  
６.シニア層の活躍・活用 ７.外国人の活躍・活用  ８.個人の尊重・活用 ９.よく分からない  
１０.その他（         ） 
【問１４】ダイバーシティ推進上、現在重視している取り組みについて選択して下さい。(複数回答可) 
１.多様な働き方を可能にする制度や仕組み・活用 ２.多様な価値観を受け入れられる企業風土の醸成   
３.多様な人材のマネジメントに関する管理者教育  ４.経営層の積極的関与  ５.多様な人材の採用  
６.社員間のコミュニケーションの活性化  ７.多様な人材の公正な評価・公正な報酬の仕組みづくり 
８.社会の変化や法改正に関するコンプライアンス教育  ９.よく分からない  
１０.その他（                           ） 
【問１５】ダイバーシティ推進上、今後、重点的に取り組むテーマについて選択して下さい。(複数回答可) 
１.管理者層の意識改革 ２.多様性を活かす組織づくり ３.働き方改革全般  ４.企業風土改革  
５.中・高齢者の活用・活性化 ６.女性リーダー候補の意識改革 ７.女性社員の意識改革  
８.ダイバーシティ的視点からの人事・評価制度の見直し ９.ダイバーシティ推進体制・組織への浸透・ 
周知方法 １０.育児や介護と仕事の両立支援・職場復帰支援 １１.キャリアデザイン  
１２.障がい者の雇用・活用 １３.ＬＧＢＴへの対応 １４.ロールモデルやメンターの育成  
１５.ワークライフバランス １６.情報の共有化  １７.意思決定プロセスの透明化  





  １.明示されている          ２.明示されていない 
【問１７】女性の登用・活用を推進する協議会等が企業内に設置されているか選択して下さい。 
１.設置されている          ２.設置されていない 
【問１８】女性の役員・管理職比率についてお答え下さい。 
【問１９】女性管理職比率の推移はどのような傾向にあるか選択して下さい。 
  １.増加  ２.横ばい  ３.減少  ４.いない  
【問２０】女性管理職登用に向けた具体的数値目標を設定しているか選択して下さい。 
 １.設定している ２.設定していないが検討中 ３.設定は考えていない  















１３.その他（                               ） 
  
取 締 役 比 率 女性社外取締役比率 女 性 部 長 比 率 女 性 課 長 比 率 




１.職務の明確化・男女差のない公平な評価・処遇制度を確立し実行する ２.長時間労働の抑制   




８.法令を超える充実の休暇制度を設ける  ９.その他(                                 ) 
【問２３】配偶者手当制度・子供手当制度について選択して下さい。 
  配偶者手当制度   １.あり  ２.なし  ３.その他(           ) 









  １.明示されている          ２.明示されていない 
【問２６】高齢者の登用・活用を推進する協議会等が企業内に設置されているか選択して下さい。 
１.設置されている          ２.設置されていない 
【問２７】高齢者の役員・管理職比率についてお答え下さい。 
【問２８】高齢者管理職比率の推移はどのような傾向にあるか選択して下さい。 
  １.増加  ２.横ばい  ３.減少  ４.いない  
【問２９】高齢者管理職登用に向けた具体的数値目標を設定しているか選択して下さい。 
 １.設定している ２.設定していないが検討中  ３.設定は考えていない   
４.その他（                          ） 
高齢者取締役比率 高齢者社外取締役比率 高 齢 者 部 長 比 率 高 齢 者 課 長 比 率 















１１.その他（                               ） 
【問３１】高齢者の登用・活用に効果的と考えられる施策を３つ選択して下さい。 
１.職務の明確化・年齢差のない公平な評価・処遇制度を確立し実行する  ２.長時間労働の抑制   
３.高齢者の採用・職域の拡大 ４.高齢者の登用・活用を経営方針として位置付ける  
５.仕事の継続を支援するＷＬＢ策を充実させる  
６.経営トップ層が高齢者の登用・活用をする組織等を設置 ７.法令を超える充実の休暇制度を設ける  
８.その他（                     ） 
【問３２】高齢者の配偶者手当制度について選択して下さい。 













１.設置されている     ２.設置されていない 
【問３６】外国人の役員・管理職比率についてご記入下さい。 
【問３７】外国人管理職比率の推移はどのような傾向にあるか選択して下さい。 
  １.増加  ２.横ばい  ３.減少  ４.いない  
【問３８】外国人管理職登用に向けた具体的数値目標の設定状況について選択して下さい。 
１.設定している ２.設定していないが検討中 ３.設定は考えていない     
４.その他（                   ） 
【問３９】外国人の登用・活用促進上障害となっている課題について、影響が大きいものを３つ選択して下さ
い。 
１.外国人の雇用が少数のため管理職候補者がいない    
２.外国人自身がキャリアに対する自覚や責任感が未醸成である   ３.外国人のロールモデルが少ない   
４.外国人を管理職候補として育成や動機付けをしていない  ５.行政による支援インフラが未整備である  
６.外国人の登用・活用が経営戦略として組織内に浸透していない  
７.外国人の勤続年数が短期間のため管理職候補者が少ない 
８.外国人の両立支援に対する職場の同僚の理解が低い  ９.外国人の登用・活用が経営戦略上の中で優先 
度が低い  １０.その他（           ） 
【問４０】外国人の登用・活用に効果的と考えられる施策を３つ選択して下さい。 
１.職務の明確化・年齢差のない公平な評価・処遇制度を確立し実行する  ２.長時間労働の抑制   
３.外国人の採用・職域の拡大 ４.外国人の登用・活用を経営方針として位置付ける  
５.仕事の継続を支援するＷＬＢ策を充実させる ６.経営トップ層が外国人の登用・活用をする組織等を 
設置 ７.法令を超える充実の休暇制度を設ける  ８.その他(                          ) 
【問４１】外国人の配偶者手当制度・子供手当制度について選択して下さい。 
  配偶者手当制度   １.あり  ２.なし  ３.その他（         ) 




外 国 人 取 締 役 比 率 外国人社外取締役比率 外 国 人 部 長 比 率 外国人課長比率 





  １.明示されている          ２.明示されていない 
【問４４】障がい者の登用・活用を推進する協議会等が企業内に設置されているか選択して下さい。 
１.設置されている          ２.設置されていない 
【問４５】障がい者の役員・管理職比率についてご記入下さい。 
【問４６】障がい者管理職比率の推移はどのような傾向にあるか選択して下さい。 
  １.増加  ２.横ばい  ３.減少  ４.いない  
【問４７】障がい者の管理職登用に向けた具体的数値目標の設定状況について選択して下さい。 
１.設定している ２.設定していないが検討中 ３.設定は考えていない 
 ４.その他（                   ） 
【問４８】障がい者の登用・活用促進上障害となっている課題について、影響が大きいものを３つ選択して下
さい。 
    １.障がい者の雇用が少数のため管理職候補者がいない  ２.障がい者自身がキャリアに対する自覚や 
責任感が未醸成である   ３.障がい者のロールモデルが少ない   ４.障がい者を管理職候補として育成 
や動機付けをしていない  ５.行政による支援インフラが未整備である 
６.障がい者の登用・活用が経営戦略として組織内に浸透していない ７.障がい者の勤続年数が短期間 
のため管理職候補者が少ない    ８.障がい者の両立支援に対する職場の同僚の理解が低い   
 ９.障がい者の登用・活用が経営戦略上の中で優先度が低い 
１０.その他（                ） 
【問４９】障がい者の登用・活用のために効果的と考えられる施策を３つ選択して下さい。 
１.職務の明確化・年齢差のない公平な評価・処遇制度を確立し実行する  ２.長時間労働の抑制   
３.障がい者の採用・職域の拡大 ４.障がい者の登用・活用を経営方針として位置付ける 
 ５.障がい者の雇用継続を支援するＷＬＢ策を充実させる   
６.経営トップ層が障がい者の登用・活用をする組織等を設置 ７.法令を超える充実の休暇制度を設ける     
８.その他（             ） 
  
障がい者取締役比率 障がい者社外取締役比率 障 が い 者 部 長 比 率 障 が い 者 課 長 比 率 




  配偶者手当制度   １.あり  ２.なし  ３.その他（           ) 







  １.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問５３】長時間労働の是正や残業時間削減の実施状況について選択して下さい。 
１.実施している ２.実施予定である ３.関心がある ４.実施予定はない 
【問５４】年次有給休暇の取得奨励状況について選択して下さい。 
１.実施している ２.実施予定である ３.関心がある ４.実施予定はない 
【問５５】ＩＴ活用ツールの導入状況について選択して下さい。 
１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問５６】フレックスタイム制度導入状況について選択して下さい。 
１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問５７】始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げの導入状況について選択して下さい。 
１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問５８】出産・育児で退職した従業員の再雇用制度の導入状況について選択して下さい。 
１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問５９】変形労働時間制度の導入状況について選択して下さい。 
  １.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問６０】地域限定勤務制度の導入状況について選択して下さい。 
１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問６１】職種限定採用制度の導入状況について選択して下さい。 
１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問６２】裁量労働制度の導入状況について選択して下さい。 




１.導入している ２.導入予定である ３.関心がある ４.導入予定はない 
【問６４】長時間労働の是正に向けた取り組みとして実行している取り組みについて効果的と思われるものを
３つ選択して下さい。 
  １.残業申請ルールの明確化 ２.残業管理の適正化 ３.人員配置の適正化  ４.長時間労働是正へのト 
ップの明確な意思表示 ５.有給休暇取得推奨 ６.仕事の見える化 ７.情報共有仕組みづくり  
８.多様な働き方に対応した公正な評価の整備・運用 ８.柔軟な労働時間制(フレックスタイム、裁量労 
働制等) ９.管理職の労働時間管理に関するマネジメント向上研修  １０.ノー残業デー導入  
 １１.テレワーク(在宅勤務)制度導入 １２.朝方業務の推奨   １３.一定時間以降の残業禁止の徹底 
【問６５】2015～2017年度有給休暇取得率についてお答え下さい。 
2015年度（   . ）％ 2016年度（   . ）％  2017年度（   . ）％ 
【問６６】2015～2017年度男性育児休暇取得率についてお答え下さい。 




  １.明示されている          ２.明示されていない 
【問６８】ＬＧＢＴの登用・活用を推進する協議会等が企業内に設置されているか選択して下さい。 
１.設置されている          ２.設置されていない 
【問６９】ＬＧＢＴの役員・管理職比率についてご記入下さい。(不明の場合は未記入) 
【問７０】ＬＧＢＴ管理職比率の推移はどのような傾向にあるか選択して下さい。 
  １.増加  ２.横ばい  ３.減少  ４.いない ５.分からない 
【問７１】ＬＧＢＴの管理職登用に向けた具体的数値目標の設定状況にいて選択して下さい。 
１.設定している ２.設定していないが検討中 ３.設定は考えていない  
４.その他（                   ） 
【問７２】ＬＧＢＴの登用・活用促進上障害となっている課題について、影響が大きいものを３つ選択して下
さい。 
１.ＬＧＢＴの雇用が少数のため管理職候補者がいない  ２.ＬＧＢＴ自身がキャリアに対する自覚や責 
ＬＢＧＴ取締役比率 ＬＧＢＴ社外取締役比率 Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ 部 長 Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ 課 長 
（    .  ）％ （    . ）％ （   .  ）％ （   .  ）％ 
１７５ 
 
任感が未醸成である   ３.ＬＧＢＴのロールモデルが少ない   ４.ＬＧＢＴを管理職候補として育成や動 
機付けをしていない  ５.行政による支援インフラが未整備である 
６.ＬＧＢＴの登用・活用が経営戦略として組織内に浸透していない ７.ＬＧＢＴの勤続年数が短期間の 
ため管理職候補者が少ない  ８.ＬＧＢＴの両立支援に対する職場の同僚の理解が低い  ９.ＬＧＢＴの登 
用・活用が経営戦略上の中で優先度が低い  １０.その他（            ） 
【問７３】ＬＧＢＴの登用・活用に効果的と考えられる施策を３つ選択して下さい。 
１.職務の明確化・年齢差のない公平な評価・処遇制度を確立し実行する ２.長時間労働の抑制   
３.ＬＧＢＴの採用・職域の拡大 ４.ＬＧＢＴの登用・活用を経営方針として位置付ける  
５.ＬＧＢＴの雇用継続を支援するＷＬＢ策を充実させる ６.経営トップ層がＬＧＢＴの登用・活用をす 
る組織等を設置 ７.法令を超える充実の休暇制度を設ける    
８.その他（              ） 
【問７４】ＬＧＢＴの配偶者手当制度・子供手当制度について選択して下さい。 
  配偶者手当制度   １.あり  ２.なし  ３.その他(         ) 







  １.必要である     ２.必要ない     ３.その他（        ） 
【問７７】長時間労働の是正(生産性向上)についてのお考えを選択して下さい。 
１.必要である     ２.必要ない     ３.その他（        ） 
【問７８】年功や年次によらない待遇や評価制度についてのお考えを選択して下さい。 
１.必要である     ２.必要ない      ３.その他（        ） 
【問７９】新卒一括採用形態の見直しについてのお考えを選択して下さい。 
１.必要である     ２.必要ない      ３.その他（        ） 
【問８０】その他課題があればご記入下さい。 
  
 
